　　　　　　　　仕　様　書
１　委託業務名称
大阪府Ｗｅｂサイト広告業務
２　契約期間
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
３　履行期間
　　　令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
※この業務を継続する必要がなくなった場合など、契約締結後の事情により、大阪府（以下「府」という。）は委託業務の内容の全部若しくは一部を変更又は中止する場合がある。この場合において、当該変更又は中止に伴い対価又は履行期間を変更する必要があるときは、府と受注者が協議して書面によりこれを定めるものとする。
４　委託業務の目的
大阪府Ｗｅｂサイト広告業務は、大阪府Ｗｅｂサイトに広告を掲載することにより、府の歳入を確保し、府民サービスの向上と地域経済の活性化に寄与するとともに、広告主に地域貢献の機会を提供することを目的とする。
５　委託業務の内容
大阪府Ｗｅｂサイトへの広告掲載を効率的かつ安定的に行うため、次のとおり運用管理業務委託を行う。
(1)　別紙１「広告掲載枠一覧」に示す大阪府Ｗｅｂサイトの広告枠の買取り
(2)　買取り枠に係る広告主の募集、調整
(３)　掲載広告の納品
受注者は、掲載する広告について、府の確認を受けた上、掲載開始日の７日前までに納品しなければ
ならない。
(４）　その他、府及び広告主との連絡、調整
対面による随時の打合せに対応できる体制とすること。
６　広告を掲載するＷｅｂサイト
大阪府Webサイト（https://www.pref.osaka.lg.jp/）
広告枠の位置の変更を伴わないＷｅｂサイトのデザイン等については、予告なく変更する場合がある。
また、大規模災害や医療、福祉等に関する重大事案が発生した場合、通常サイトのトップページの上に、これらの情報に特化した「大阪府 ホームページ（緊急時簡易版）」を表示することがある。
なお、「大阪府 ホームページ（緊急時簡易版）」に広告枠は設けない。
７　広告枠について
(1)　広告枠の数量
別紙１「広告掲載枠一覧」に広告を掲載できるものとする。

ただし、大阪府Ｗｅｂサイトのリニューアル等により広告枠の位置が変更することがある。その場合、府は事前に受注者と協議を行う。
(2)　広告枠の規格
ア　サイズ　50×180ピクセル（天地×左右）
イ　ファイル容量　30KB程度
ウ　ファイル形式　.jpg　.png　.gif（gifアニメ不可）のいずれか
エ　デザイン、その他
①　大阪府Ｗｅｂサイトの見やすさを考慮し、府への信頼や大阪府Ｗｅｂサイトの品位を損なうことのないデザインとすること。
②　日本工業規格JIS　X 8341-3:2010「高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及びサービス－第3部：ウェブコンテンツ」に示す基準を満たすこと。
　　（3） 広告枠の表示方法
　　　　別紙２「バナー掲載イメージ」を参照。
 (4)　その他
　受注者が選定した広告主の大阪府Ｗｅｂサイトへの広告掲載開始希望日又は広告掲載終了希望日が、大阪府の休日に関する条例（平成元年3月27日大阪府条例第2号）第2条に掲げる府の休日に当たる場合は、掲載開始は直後の営業日、掲載終了は直前の営業日とする。
８　広告主
広告主の募集及び調整は、大阪府広告事業要綱、大阪府広告事業掲載基準及び大阪府ホームページ広告掲載要領の規定に基づき、受注者が行う。
ただし、広告掲載の可否の判断は府が行うため、受注者が募集及び調整した広告主について、府が掲載を拒否することもある。
なお、これにより、買取り枠に空枠が生じた場合、府はこれを補償しない。
９　支払い条件
契約金額を契約期間内の月数で分割し、これを月額とする。このとき、１円未満の端数が生じる場合は、当初月に加算するものとする。府は、月額を該当月の翌月に納入通知書により請求することとする。受注者は納入通知書の発行日の翌日から起算して30日目の日（その日が日曜日又は銀行法施行令（昭和57年政令第40号）第５条第１項各号に掲げる日のいずれかに該当する場合にあっては、これらの日の翌日）までに、府の指定する銀行口座に振り込むことにより支払うものとする。
なお、広告の掲載がない場合でも、契約金額（月額）を支払わなければならない。
１０　納品場所
契約書に定める広告の引き渡しに係る納品場所は、大阪府府民文化部府政情報室広報広聴課広報グループとする。
１１　データ保護について
(１)　データ及び貸与品等は、別途指示するものを除き、契約終了時まで受注者が善良な管理者の注意義務をもって保管すること。
(２)　データ及び貸与品等の処分方法は、別途指示する。
(３)　その他、データ及び貸与品等の保護・管理体制については、万全の措置を講ずること。
１２　附則
(１)　受注者は、府への信頼や大阪府Ｗｅｂサイトの品位を損なうことのないよう、細心の注意をはらうこと。
(２)　この仕様書に明記されていない細部の事項については、府の指示に従うものとする。
(３)　業務の実施にあたり、疑義が生じたときは、府と受注者が協議してこれを解決するものとする。
（１２）








